様式第１号（第６条関係）

連携中枢都市人材育成事業費補助金交付申請書

年　　月　　日

（宛先）山口市長　

郵便番号

住　所

団体名

代表者氏名　　　　　　　　　　　（※）
※法人の場合は、記名押印してください。
法人以外でも、本人が手書きしない場合は、記名押印してください。
下記のとおり事業を実施しますので、連携中枢都市人材育成事業費補助金交付要綱第　６条の規定に基づき、補助金の交付を申請します。

記
　
	大会・事業の名称
	□全国大会誘致事業 （　　　　　　　　　　　　　　　　）
□交流人口創出事業 （　　　　　　　　　　　　　　　　）

	補助金申請額
	□全国大会誘致事業 　　　　　　　　　　　　円
 （補助上限金額３０万円）

□交流人口創出事業 　　　　　　　　　　　　円
 （補助上限金額２０万円）

	事務連絡先
	住　所

氏　名
連絡先名

ＴＥＬ　　　　　　　　　　　　
Ｅ－ｍａｉｌ：

	添付書類
	１　事業計画書（様式第２号） 

２　事業収支予算書（様式第３号） 
３　団体概要書（様式第４号）

４　その他参考資料

□団体の規約　
□役員名簿

　□事業実施場所の位置図　
　□事業内容の分かる資料等


様式第２号（第６条関係）

事業計画書（全国大会誘致事業）
	誘致大会の名称
	

	開催予定年度
	

	大会の概要
	

	誘致に向けた
取組の内容（予定）
	主な年間スケジュールや活動内容など


様式第２号（第６条関係）

事業計画書（交流人口創出事業）

	事業の名称
	

	事業の目的・

見込まれる効果
	

	事業の概要
	日　時
	

	
	場　所
	

	
	対象者
	

	
	参加予定

人数
	（スタッフ）　　　　　　　　　　人

	
	
	（来場者数）　　人又は（対象者数）　　人

	事業内容
	

	周知の方法
	

	その他参考事項
	共催：

後援：

協賛：

助成：


様式第３号（第６条関係）

事業収支予算書（全国大会誘致事業）
１　収入

	項　目
	予算額（円）
	内訳（内容、単価×数量）

	自己負担金以外の収入
	入場料・参加料
	
	

	
	補助金・助成金
	
	（当該補助金を除く）

	
	寄附金・協賛金
	
	

	
	広告料
	
	

	
	その他
	
	

	
	小計（Ａ）
	
	

	自己負担金（Ｂ）
	
	

	当該補助希望額（Ｃ）
	
	連携中枢都市人材育成事業費補助金

	合　計　（Ａ）＋（Ｂ）＋（Ｃ）
	
	


（注）１　収入計＝支出計となるように記入すること。

２ 「内訳」欄には、算出根拠を具体的に記入すること。
３　「補助金・助成金」欄の金額は、当該補助希望額を除いた額を記入すること。
４　（Ｃ）は、（Ｂ）の額を上回らないこと。

２　支出

	項　目
	予算額（円）
	内訳（内容、単価×数量）

	報償費
	
	

	旅費
	
	

	消耗品費
	
	

	印刷製本費
	
	

	通信運搬費
	
	

	広告料
	
	

	委託料
	
	

	施設等使用料
	
	

	自動車・物品等

借上料
	
	

	原材料費
	
	

	備品購入費
	
	　

	その他
	
	

	合計
	
	


（注）「内訳」欄には、個々の使途別の単価、回数等の算出根拠を具体的に記入すること。

様式第３号（第６条関係）

事業収支予算書（交流人口創出事業）
１　収入

	項　目
	予算額（円）
	内訳（内容、単価×数量）

	自己負担金以外の収入
	入場料・参加料
	
	

	
	補助金・助成金
	
	（当該補助金を除く）

	
	寄附金・協賛金
	
	

	
	広告料
	
	

	
	その他
	
	

	
	小計（Ａ）
	
	

	自己負担金（Ｂ）
	
	

	当該補助希望額（Ｃ）
	
	連携中枢都市人材育成事業費補助金

	合　計　（Ａ）＋（Ｂ）＋（Ｃ）
	
	


（注）１　収入計＝支出計となるように記入すること。

２ 「内訳」欄には、算出根拠を具体的に記入すること。

３　「補助金・助成金」欄の金額は、当該補助希望額を除いた額を記入すること。
４　（Ｃ）は、（Ｂ）の額を上回らないこと。

２　支出

	項　目
	予算額（円）
	内訳（内容、単価×数量）

	報償費
	
	

	旅費
	
	

	消耗品費
	
	

	印刷製本費
	
	

	通信運搬費
	
	

	広告料
	
	

	委託料
	
	

	施設等使用料
	
	

	自動車・物品等

借上料
	
	

	原材料費
	
	

	備品購入費
	
	　

	その他
	
	

	合計
	
	


（注）「内訳」欄には、個々の使途別の単価、回数等の算出根拠を具体的に記入すること。

様式第４号（第６条関係）

団体概要書(　　年　月現在)

	団体名

	代表者職・氏名


	所在地
	ＴＥＬ

E-mail

	設立年月日
	組織体制　　　　　　　　　　　
　会員数　　　　　人

	設立目的
	

	これまでの主な活動実績


（注）１　規約の写し、役員名簿を添付すること。

　　　２　｢組織体制｣欄には組織図、会員数及び主な役職員の職氏名を記入すること。

　　　　　ただし、既存資料がある場合は、その資料の添付をもって代えることができる。

